
 

平成 28年 6 月 17日 

各 位 

 

会 社 名 株式会社歯愛メディカル 

(コード番号 3540 TOKYO PRO Market) 

代表者名 代表取締役社長 清水 清人 

問合せ先 経営管理部 亀田 登 

T E L 076-278-8802 

U R L http://ci-medical.co.jp  

 

 

       事業計画の概要について 

 

 

【売上高及び損益計画】平成 28 年 12月期 

    （単位：千円未満切捨て） 

  売上高 営業利益 経常利益 当期利益 
１株当たり   

当期純利益 

平成 27年 12月期

（実績） 
18,145,156 1,535,963 1,610,983 1,088,939 544.47円 

平成 28年 12月期

（計画） 
19,750,000 1,539,136 1,610,136 1,092,833 546.41円 

 

【平成 28年 12 月期業績予想の前提条件】 

（１）当社全体の見通し 

わが国経済は、中国をはじめとする新興国経済の減速懸念など、景気の先行き不透明感

を払拭できない状況が続いておりますが、政府の経済政策や日銀の金融緩和を背景に企業

収益や雇用情勢が改善するなど、緩やかな回復傾向で推移いたしました。 

このような経済状況の中、歯科関連業界におきましては、歯科医療費が引き続き増加傾

向にあるなど、国内歯科関連業界全体の事業環境は緩やかな回復が見られております。 

 

 



 

（２）個別の前提条件 

 ①売上高 

通信販売事業につきましては主に、歯科医院向け通販カタログ『Ciメディカル』、クリニッ

ク向け通販カタログ『nurse＋care』、歯科技工所向け通販カタログ『DENTAL LABO』、歯科技

工所向け通販カタログ『DENTAL LABO』、動物病院向け医療材料・医薬品通販カタログ『Vet』、

介護施設・福祉施設向け通販カタログ『FreshCare』、病院・一般診療所向け通販カタログ『メ

ディカルカタログ』等のカタログ通信販売を行っています。平成28年12月期においても既存取

引先からの継続的な受注が見込まれ、また、平成27年５月より医科業界へ新規参入したことに

よる新規取引先増加に伴い、更なる受注拡大も予想されます。 

その他の事業につきましては、CAD/CAM歯科技工物製作事業やデンタルマガジン出版事業、

太陽光発電による電力事業、歯科医院・歯科技工所等を対象としたホームページ作成代行事業

等を行っております。既存取引先からの継続的な受注見込みや、平成28年４月より歯科医院等

取引先向けに電力小売取次事業「Ci電たる」を開始し、新規受注拡大のみならず、通信販売事

業への新規取引先増加などの相乗効果も見込まれます。この結果、売上高は19,750,000千円（前

年比8.8％増）と予想しております。 

 

 ②売上原価、売上総利益 

  平成 27 年 12月期の売上原価率を考慮して見積もっております。この結果、売上総利益 

は 4,784,866千円（前年比 9.3％増）と予想しております。 

 

 ③販売費及び一般管理費、営業利益 

  平成 27 年 12月期の実績に採用計画及び昇給等による人件費の増加や、新規開設した東京物

流倉庫の業務委託費用を考慮しております。また、株式公開費用を 37,000 千円見積もってお

り、これらのことから販売費及び一般管理費は 3,245,730 千円（前年比 21.1％増）と予想し

ております。 

  この結果、営業利益は 1,539,136 千円（前年比 3.7％増）と予想しております。 

 

 ④営業外損益、経常利益 

  平成27年12月期実績に雇用拡大関連企業立地促進補助金などの補助金収入の減少分を考慮

し、見積もっております。 

この結果、経常利益は 1,610,136 千円（前年比 0.05％減） 

    

 ⑤当期純利益 

  法人税等 1,092,833 千円を控除した結果、当期純利益は 1.09,833千円（前年比 0.3％増） 

と予想しております。 



   

以上 

 

本開示資料は、投資者に対する情報提供を目的として将来の事業計画等を記載したものであって、投資
勧誘を目的としたものではありません。当社の事業計画に対する評価及び投資に関する決定は、投資者

ご自身の判断において行われるようお願いいたします。

また、当社は、事業計画に関する業績目標その他の事項の実現・達成等に関しその蓋然性を如何なる意
味においても保障するものではなく、その実現・達成等に関して一切責任を負うものではありません。

本開示資料に記載されている将来に係わる一切の記述内容（事業計画に関する業績目標も含みますがそ

れらに限られません。）は、現時点で入手可能な情報から得られた当社の判断に基づくものであり、将
来の経済環境の変化等を含む事業計画の前提条件に変動が生じた場合その他多様な要因の変化により、

実際の事業の状態・業績等は影響を受けることが予想され、本開示資料の記載内容と大きく異なる可能

性があります。
 

 

 


